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平成３１年度 予算編成方針 

現在の日本経済は、海外経済の不確実性や、金融資本市場の変動の影響等に留意する必

要があるものの、国の各種政策の推進により雇用・所得環境は大きく改善し、景気は緩や

かな回復が続くことが期待されている。 

国においては、経済財政運営の根幹である「経済財政運営と改革の基本方針 2018（骨太

の方針）」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）において、地方創生により、人口減少と地域経

済の縮小の悪循環に歯止めをかけ、将来にわたって地域の成長力を確保するとしている。 

こうした中、平成３１年度の国の予算については、「一億総活躍社会」の実現に向けた取

り組みを加速するとし、東日本大震災からの復興や防災対応の強化を着実に進める一方、

「新経済・財政再生計画」の枠組みの下、我が国財政の厳しい状況を踏まえ、引き続き歳

出全般にわたり、聖域なき徹底した見直しを推進するとしている。 

また、地方財政については、国の取り組みと基調を合わせ歳入・歳出両面にわたる改革

を求めつつ、地方の安定的な財政運営に必要な一般財源総額については、平成３０年度地

方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保するとした。 

一方、本市の財政状況については、歳入面では、市税を始めとした自主財源の大幅な増

収は期待できず、また、歳入総額に占める割合の最も高い普通交付税は、合併算定替の段

階的縮減が平成３１年度は７０％となるなど、今後の歳入を取り巻く環境は一段と厳しく

なることが見込まれている。 

歳出面においては、市民の安心と生きがいづくり、産業振興や人口減少対策等を積極的

に推進する中、高齢化等の進行による社会保障関係経費の増加や公共施設等の老朽化によ

る維持・更新経費の増加が見込まれており、さらには、今後の市政発展の礎となる新庁舎

建設事業などの大型事業の進捗により、財政需要の増大が見込まれる。また、本年１０月

に予定されている消費税の引き上げや幼児教育・保育の無償化といった新たな国の政策も

予定されており、本市の財政運営においても大きな影響があると考えられる。 

このような状況を踏まえ、平成３１年度の予算編成にあたっては、合併による国の財政

支援の終期を見据えた行財政改革を進めながら、「旭市総合戦略」や「旭市公共施設等総合

管理計画」などの各種計画に掲げる諸施策を着実に推進していくことを基本とし、本市の

更なる発展を目指して、下記の事業に取り組むものとする。 

記 

「旭市総合戦略」４つの基本目標に基づく事業 

（１）魅力ある雇用を創出し、安心して働けるまちづくり 

農業経営の生産基盤の強化を支援するための水田農業構造改革推進事業、園芸

生産強化支援事業、畜産環境フレッシュ事業、農業基盤整備事業等。 

活力ある商業活動を支援する商業活性化推進事業等。 

新たな観光資源を創出し、全国に発信を行う観光資源創出プロモーション事業、

観光振興や地域活性化を目指した観光イベントへの助成等。 
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（２）結婚・出産・子育ての希望がかない、誰もが生きがいを持てるまちづくり 

 結婚から妊娠、出産、育児と切れ目のない支援のための出産祝金支給事業(第二

子以降からの支給)、子ども医療費助成事業（高校 3 年生まで）、乳幼児紙おむつ

給付事業、子育て世代包括支援事業、公立保育所の給食主食提供の拡充と 5 歳児

を対象とした英語教育事業、多子世帯の子育てを支援するため第三子以降につい

て保育料や学校給食費無償化（保育料については10月以降3～5歳児全て無償化）、

共働き家庭等を支援する放課後児童クラブ運営事業等。 

適切な教育・保育サービスの充実を図るための民間教育・保育施設改築等事業、

海上保育所改築事業等。 

障害者の自立を支援するための自立支援給付事業等。 

安全・快適な教育環境の充実を図る小・中学校大規模改修事業等。 

老朽化した干潟公民館の機能を干潟支所に移転する社会教育施設再編事業。 

文化意識の高揚と豊かな心を育むための文化振興事業等。 

良好なスポーツ環境の充実を図る社会体育施設改修事業、サッカー場整備事業

等。 

（３）ひとの定着・還流・移住の流れをつくり、人々が集うまちづくり 

 旭市への移住・定住を促進し、地域の活性化を図るための生涯活躍のまち形成

事業、定住促進奨励金交付事業、空き家等対策推進事業等。 

スポーツを通じた国際交流を図るための東京オリンピック事前キャンプ地誘致

事業等。 

産業振興や地域振興を促進するための旭中央病院アクセス道を始めとした主要

な幹線市道の整備事業等。生活環境の向上に寄与する道路新設改良事業、排水路

整備事業等。 

市民生活の向上及び住宅関連業種の振興を図る住宅用省エネルギー設備設置助

成事業、住宅リフォーム補助事業等。 

公共交通網としてのコミュニティバス等運行事業、デマンド交通運行事業等。 

（４）将来にわたって元気な地域をつくり、安全・安心で暮らしやすいまちづくり 

 災害に強い地域づくりのための震災復興・津波避難道路整備事業等。復興イベ

ントの開催や支援を行う「がんばろう！旭」復興支援事業。 

 住宅火災による被害軽減を図るための高齢者世帯に対する住宅用火災警報器設

置助成事業。消防・防災対策としての消防車両、消防庫の整備等。 

市民サービスの向上と業務の効率化を図るための各種証明書のコンビニ交付。 

市民の利便性向上と防災の拠点となる新庁舎建設事業。 



（単位：千円）

平 成 ３ 1 年 度 平 成 30 年 度

当 初 予 算 当 初 予 算 増 減 額

① ② ① － ②　　③

30,080,000 27,990,000 2,090,000 7.5 ％

4,314,000 3,380,000 934,000 27.6 ％

8,490,000 7,870,000 620,000 7.9 ％

91,000 85,000 6,000 7.1 ％

629,000 636,000 △ 7,000 △ 1.1 ％

5,206,000 5,035,000 171,000 3.4 ％

559,000 564,000 △ 5,000 △ 0.9 ％

71,000 82,000 △ 11,000 △ 13.4 ％

19,360,000 17,652,000 1,708,000 9.7 ％

（収） 1,464,209 1,491,944 △ 27,735 △ 1.9 ％

（資） 209,928 270,924 △ 60,996 △ 22.5 ％

計 1,674,137 1,762,868 △ 88,731 △ 5.0 ％

51,114,137 47,404,868 3,709,269 7.8 ％

下 水 道 事 業

農業集落排水事業

小 計

予 算 の 規 模

　　　　　　　　　　　　　　年　　　　度

　　会　　計　　名

比 較 増 減

増 減 率

③ / ②

一 般 会 計

※　企業会計欄における（収）は収益的支出、（資）は資本的支出である。

企業会計 水 道 事 業

合 計

特別会計

病 院 事 業 債 管 理

国民健康保険事業
( 事 業 勘 定 )

国民健康保険事業
( 施 設 勘 定 )

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険 事 業
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